
平成30年３月７日
株主各位

第33期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

　

　

上記の事項につきましては、法令および定款の規定に
基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.dksiken.co.jp/）に掲載することにより株主の
皆様に提供しております。

証券コード：6171
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

（単位：千円）　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

当期首残高 573,597 523,597 498 524,095 12,500 7,260 ― 165,000
当期変動額
新株の発行 190,896 190,896 190,896
剰余金の配当
当期純利益
特別償却準備金の取
崩 △3,798
固定資産圧縮積立金
の積立 23,818
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 190,896 190,896 ― 190,896 ― △3,798 23,818 ―
当期末残高 764,493 714,493 498 714,991 12,500 3,461 23,818 165,000
　

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 1,228,077 1,412,837 △24,047 2,486,483 2,737 2,737 ― 2,489,221
当期変動額
新株の発行 381,792 381,792
剰余金の配当 △92,943 △92,943 △92,943 △92,943
当期純利益 188,728 188,728 188,728 188,728
特別償却準備金の取
崩 3,798 ― ― ―
固定資産圧縮積立金
の積立 △23,818 ― ― ―
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 7,374 7,374 4,650 12,024

当期変動額合計 75,765 95,785 ― 477,577 7,374 7,374 4,650 489,602
当期末残高 1,303,843 1,508,623 △24,047 2,964,061 10,112 10,112 4,650 2,978,823

定時株主総会招集通知/別冊/WEB開示分 （宝印刷）  2018年02月23日 15時25分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 2 ―

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

② 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

　
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 仕掛品

個別法による原価法
② 商品・貯蔵品

先入先出法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定)
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２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月以降に取得した建物(建物附属設備
は除く)並びに平成28年４月以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法
を採用しております。

　
(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

　
(2) 工事損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において進行中の業務のうち、
損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができるものについて、
損失見込額を計上しております。

　
(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ
き計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
　 数理計算上の差異は、発生年度に全額を費用処理しております。

　
４．収益及び費用の計上基準
完成業務収入及び完成業務原価の計上は、工事完成基準を採用しております。

　
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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(貸借対照表に関する注記)
１．有形固定資産の減価償却累計額 993,642千円
　
２．受取手形裏書譲渡高 36,378千円
　
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分表示したものを除く)
短期金銭債権 42千円
短期金銭債務 527千円

　
４．偶発債務
当社が実施した工事に関連して、平成24年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受
け、現在係争中であります。
　
　
(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高
営業取引による取引高
完成業務収入 2,943千円
完成業務原価 5,085千円
地代家賃 41千円
支払手数料 112千円
営業取引以外の取引による取引高 3,859千円
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(株主資本等変動計算書に関する注記)
１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 13,343,600株
(変動事由の概要)
株式分割による増加 6,413,800株
ストック・オプションの権利行使による増加 36,000株
新株予約権の権利行使による増加 500,000株

　
２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 407,200株
(変動事由の概要)
株式分割による増加 203,600株

３．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
　配当額(円) 基準日 効力発生日

平成29年３月30日
定時株主総会 普通株式 46,426 7.50 平成28年12月31日 平成29年３月31日

平成29年８月10日
取締役会 普通株式 46,516 7.50 平成29年６月30日 平成29年９月11日

(注) 平成29年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たり配当額は、株式分割前の実
際の配当額を記載しております。

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成30年3月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 48,511 3.75 平成29年12月31日 平成30年3月30日

(注) 平成30年３月29日開催の第33期定時株主総会において付議いたします。
　
４．当事業年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的となる

株式の種類及び数
普通株式 1,532,000株
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(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払事業税、一括償却資産等であり、
繰延税金負債の発生の主な原因は特別償却準備金、固定資産圧縮積立金、その他有価証券評価
差額金等であります。
　
　
(金融商品に関する注記)
１．金融商品の状況に関する事項

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金の一部をリース債務により調達しておりま
す。資金運用については安全性の高い預金等を中心とし、一部を株式及び債券に投資しており
ます。
営業債権である受取手形及び売掛金は、販売管理規程等に従い債権管理を行っており、必要
に応じて信用調査を行う等、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお
ります。また、投資有価証券は株式及び債券であり、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財
務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま
す。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金
(2) 受取手形
(3) 売掛金
(4) 投資有価証券

989,804
60,583
770,525
211,972

989,804
60,583
770,525
211,972

―
―
―
―

資産計 2,032,885 2,032,885 ―

(1) 買掛金
(2) 未払金
(3) リース債務 (※)

134,873
271,285
149,669

134,873
271,285
150,342

―
―
672

負債計 555,829 556,501 672
(※) １年以内に返済予定のリース債務が含まれております。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

　
(4) 投資有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。

負 債
(1) 買掛金、(2) 未払金

これらはすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

　
(3) リース債務

元利金の合計額を、信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
　

(注２) 非上場株式(貸借対照表計上額69,400千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。
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(持分法損益等に関する注記)
関連会社に対する投資の金額 2,700千円
持分法を適用した場合の投資の金額 ― 千円
持分法を適用した場合の投資利益の金額 △2,700千円

(関連当事者との取引に関する注記)
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社 ㈱日新企画設計 直接所有
100.0％

地質調査等
の受注
社員の出向
役員の兼任

出向料の受取 3,450 その他
(流動資産) ―

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
当社の給与水準を勘案し、両社協議の上決定しております。

　

(１株当たり情報に関する注記)
１株当たり純資産額 229.91円
１株当たり当期純利益 15.19円
当社は、平成29年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、当
事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期
純利益を算定しております。

(重要な後発事象に関する注記)
(第２回新株予約権の行使)
当事業年度終了後に、第２回新株予約権の一部について権利行使がありました。その概要は、
次のとおりであります。
(1) 発行した株式の種類及び株式数 普通株式 750,000株
(2) 増加した資本金の額 210,547千円
(3) 増加した資本剰余金の額 210,547千円
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(その他の注記)
(共通支配下の取引等)
当社は、平成29年５月15日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社日新

企画設計を吸収合併することを決議し、平成29年７月１日付で合併いたしました。

(1) 取引の概要
① 結合当事企業の名称及び事業の内容
結合企業の名称 株式会社土木管理総合試験所
事業の内容 試験総合サービス事業
被結合企業の名称 株式会社日新企画設計
事業の内容 試験総合サービス事業

② 企業結合日
平成29年７月１日

③ 企業結合の法的形式
株式会社土木管理総合試験所を存続会社とする吸収合併方式

④ 結合後企業の名称
株式会社土木管理総合試験所

⑤ その他取引の概要に関する事項
本合併は、当社グループの経営資源を集約し、経営の効率化を図ることを目的としてお
ります。

(2) 実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)及び「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成
25年９月13日)に基づき、共通支配下の取引として処理を行っております。
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